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減少率 R6合特 R5合特 R6-R5

長 野 10 3.0% 1.30 1.34 ▲ 0.04

東 京 12 3.0% 0.96 0.99 ▲ 0.03

栃 木 15 3.4% 1.15 1.19 ▲ 0.04

群 馬 21 4.0% 1.20 1.25 ▲ 0.05

全 国 ー 4.2% 1.15 1.20 ▲ 0.05

埼 玉 26 4.4% 1.09 1.14 ▲ 0.05

千 葉 26 4.4% 1.09 1.14 ▲ 0.05

神 奈 川 28 4.4% 1.08 1.13 ▲ 0.05

山 梨 30 4.5% 1.26 1.32 ▲ 0.06

茨 城 34 4.9% 1.16 1.22 ▲ 0.06

福 島 35 5.0% 1.15 1.21 ▲ 0.06

全国順位
（減少率の低い順）

図１.出生数（栃木県）及び合計特殊出生率(栃木県・全国）の推移 合計特殊出生率全国順位

○本県の出生数は1973年以降減少を続け、2024年には９，２６１人となり、２年連続で1万人を割り込んだ。

出典：厚生労働省人口動態統計（2024）

○2024年の合計特殊出生率は、５年連続で過去最低を更新し、 全国平均と同値の1.１5となった。

Ｒ６合計特殊出生率の前年比較減少率は、全

国平均4.2％に対し、本県は3.4％（15位）

となり、前回(4.0％、18位)よりやや改善。

一方、本県の合計特殊出生率（1.1５）・出生

数（9,２６１人）は、ともに過去最低を更新す

るなど、依然として厳しい状況が続いている。

令和６（2024）年人口動態統計〔合計特殊出生率〕について

出典：厚生労働省人口動態統計

図２.近県等の合計特殊出生率の減少率と全国順位 ※R6（2024）/R5（2023）比較 出典：厚生労働省
人口動態統計
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出生数（人） 合計特殊
出生率

【参考】
R5/R4の
全国減少率
は、4.8%

順位 都道府県 合特

1 沖 縄 1.54

2 福 井 1.46

3 鳥 取 1.43

3 島 根 1.43

3 宮 崎 1.43

29 群 馬 1.20

33 茨 城 1.16

34 栃 木 1.15

44 秋 田 1.04

45 北 海 道 1.01

46 宮 城 1.00

47 東 京 0.96
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【参考①-2】合計特殊出生率分析（５歳階級別）

○グラフの形が小さくなる
→未婚化や無子化の影響

○2024年は2019年と比べて
出産のピークがより顕著（３０
～34歳）になっている。
→晩婚化（晩産化）の影響

【参考】合計特殊出生率分析（栃木県５歳階級別出生率・推移）

(669人)

(2,497人)

(3,304人)

(2,151人)(1,511人)

(4,384人)

(5,424人)

(3,257人)

※グラフ中の（ ）内の数字は、
５歳階級別の出生数を参考
に記載したもの
（2014年の合計は15,442人）
（2024年の合計は 9,261人）

■ 本県女性の平均初婚年齢・出産時年齢

※2024年の値は、国で集計し9月に公表予定のため、2023年を記載

年 初婚年齢 第1子 第2子 第3子
合計特殊
出生率

2014 28.9 30.1 32 33.4 1.46

2019 29.4 30.1 32.5 33.7 1.39

2023 29.5 30.7 32.8 34.3 1.15
（2024年）

(61人)

(215人)
(634人)

(22人)

(17人)

■ ５歳階級別出生数 等 【上段：2014年、下段：2024年】

年齢区分 ～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45歳～ 合計

215 1,511 4,384 5,424 3,257 634 17 ▶ 15,442
61 669 2,497 3,304 2,151 557 22 ▶ 9,261

46,000 43,000 47,000 55,000 65,000 71,000 63,000 ▶ 390,000

40,000 37,000 36,000 39,000 48,000 54,000 63,000 ▶ 317,000

0.023 0.176 0.466 0.493 0.251 0.045 0.001 ▶ 1.46
0.008 0.090 0.347 0.424 0.224 0.052 0.002 ▶ 1.15

①出生数

②人口推計

③(①/②×5)

5歳階級別
出生率



栃木県人口減少対策マンダラチャート（素案）

安全・安心な
生活環境

こどもの成長
を支える
環境の整備

保育サービス
の充実

性教育
の充実

医療・保育等
の担い手確保

産科等医療
機関の確保

気運の醸成
雇用の
安定化

若年層の
所得向上

相談・支援
体制の充実

子育て
しやすい

世代間
の連携

プレコンセプ
ションケアの
推進*1

安心して
妊娠・出産が
できる

医療費助成
出会いの
機会の創出

結婚の希望を
かなえる

経済的負担
の軽減

経済的負担
の軽減

困難を抱える
家庭への支援

社会全体での
子育て

相談・支援
体制の充実

高リスク出産
や不妊治療
への支援

産前産後
ケアの充実

結婚・子育て
支援情報
の発信

とも家事・
とも育ての
推進

結婚支援
制度の充実

若者のライフ
デザイン
支援

教育機会
の確保

教育機関
の充実

子育て
しやすい

安心して
妊娠・出産が
できる

結婚の希望を
かなえる

住宅支援・
空き家の活用

男女間賃金
格差の是正

魅力ある
企業の誘致

地域への愛着
を育む教育

教育環境
の充実

教育費
への支援

教育環境
の充実

・出生率
の向上
・転出超過
の解消

移住・定住
の促進

Uターン・
移住者向け
支援

移住・定住
の促進

県内外への
情報発信
の強化

多文化共生に
向けた教育

専門技術や
資格取得の
推進

産官学連携
魅力ある
就労環境

仕事と家庭
の両立

女性・若者に
選ばれる
地域づくり

地域採用枠
の充実

地域への愛着
を育む教育

地域ブランド
の向上

男女間賃金
格差の是正

スキルアップ・
リスキリング
機会の提供

働く時間や
場所の柔軟化

総労働時間
の短縮

職場の
意識改革

保育施設の
確保・充実

教育機関
の充実

インフラや
公共交通
の充実

賑わいのある
まちづくり

女性のキャリ
ア形成支援

魅力ある
就労環境

働きやすい
企業の認定・
情報発信

働く時間や
場所の柔軟化

仕事と家庭
の両立

就労継続・
再就労支援

地域コミュニ
ティや地域活
動の充実

女性・若者に
選ばれる
地域づくり

地域間格差
の解消

多様な人材
の活躍

魅力ある産業
の振興・創出

創業支援、
雇用の確保

休暇・休業
制度の充実

とも家事・
とも育ての
推進

男性の育休
取得促進

文化・スポー
ツ等の充実

アンコンシャ
ス・バイアス等
の解消*2

若者の
意見の反映

（凡例）
下線：複数のサブ目標で記載している

項目

*1：プレコンセプションケア
男女ともに性や妊娠に関する正しい

知識を身に付け、健康管理を行うよう
促すこと

*2：アンコンシャス・バイアス
無意識の思い込みや偏見のこと

（特に、性別に関する先入観や固定観
念は「ジェンダーバイアス」と呼ばれ、
固定的性別役割分担意識を助長する思
い込みの一つである）
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マンダラチャートの項目に関する具体的な取組例（赤字：企業・団体における取組例）

1 若年層の所得向上 賃上げの実施、賃上げを実施した企業向けの支援金、企業の生産性向上支援

2 雇用の安定化 正規雇用化の促進、短時間正社員制度の導入

3 気運の醸成 PR動画広告の配信、とちぎ結婚応援企業・団体への登録、結婚祝金等の支給

4 出会いの機会の創出 とちぎ結婚支援センターによるマッチング支援、交流イベント等の実施

5 結婚・子育て支援情報の発信 ポータルサイトやＳＮＳ等による情報提供、企業・団体内での情報共有

6 とも家事・とも育ての推進 とも家事の普及・定着に向けた啓発、とも家事パートナー企業への登録

7 結婚支援制度の充実 とちぎ結婚支援センター会員に対する伴走支援

8 経済的負担の軽減 新生活費用への補助、第２子以降保育料の助成

9 産科等医療機関の確保 運営費等への助成

10 医療・保育等の担い手確保 医師や看護職員等の確保・育成、魅力発信や再就職支援

11 性教育の充実 発達の段階に応じた性に関する指導

12 プレコンセプションケアの推進 普及啓発セミナーへの講師派遣

13 相談・支援体制の充実 妊娠届時の面接相談、電話やＳＮＳによる子育て相談窓口

14 高リスク出産や不妊治療への支援 不妊症・不育症の専門相談

15 産前産後ケアの充実 妊産婦訪問指導、産後ケア利用料への助成

16 医療費助成 妊産婦医療費やこども医療費への助成

17 保育サービスの充実 病児保育や学童保育の充実、こども誰でも通園制度の推進

18 こどもの成長を支える環境の整備 児童館や公園等の整備、地域における体験活動の充実

19 安全・安心な生活環境 交通安全対策、防犯対策

20 相談・支援体制の充実【再掲】 妊娠届時の面接相談、電話やＳＮＳによる子育て相談窓口

21 経済的負担の軽減【再掲】 新生活費用への補助、第２子以降保育料の助成

22 困難を抱える家庭への支援 ひとり親家庭等の自立支援（経済的支援、相談支援等）

23 社会全体での子育て こども食堂の活動への支援、里親制度の活用

24 世代間の連携 シニア世代の活用・協力、シニア（老人）クラブによる地域支え合い

安心して妊娠・

出産ができる

子育てしやすい

結婚の希望を

かなえる

番号 サブ目標 アクション 具体的な取組例
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番号 サブ目標 アクション 具体的な取組例

25 教育機関の充実 大学・専修学校・高校等の魅力的な学び場の提供

26 教育機会の確保 不登校児童生徒への支援、ヤングケアラーの相談支援

27 若者のライフデザイン支援 学生を対象としたライフデザイン・キャリアデザイン講座の実施

28 地域への愛着を育む教育 「とちぎふるさと学習」の充実

29 多文化共生に向けた教育 多文化共生の理解促進

30 専門技術や資格取得の推進 若年技能者の確保・育成

31 産学官連携 学生への職業体験機会の提供、学生の地元企業就職支援

32 教育費への支援 高校の授業料無償化、県内企業就職者への奨学金返還支援

33 働く時間や場所の柔軟化 リモートワークの実施、フレックスタイム制や週休３日制の導入

34 スキルアップ・リスキリング機会の提供 リスキリングによる能力向上支援、リカレント教育の実施、研修の実施、資格取得支援

35 男女間賃金格差の是正 女性管理職の登用促進、女性の正規雇用促進、女性が活躍できる職場環境づくりへの支援

36 女性のキャリア形成支援 キャリアアップ支援講座の実施、育成プログラムや管理職研修の実施

37 多様な人材の活躍 女性・若者の活躍促進、外国人材の雇用・留学生の受入れ、障害者雇用の促進

38 魅力ある産業の振興・創出 新たな成長産業の創出・振興、様々な雇用の選択肢の創出支援

39 創業支援、雇用の確保 創業塾の開催、よろず支援拠点による起業・事業承継支援

40 働きやすい企業の認定・情報発信 認定制度の活用（えるぼし、くるみん、男女生き活き企業等）

41 保育施設の確保・充実 需給状況に応じた保育施設の整備、事業所内託児所の設置

42 職場の意識改革 経営者の意識や職場の組織風土の改革

43 総労働時間の短縮 働き方改革の推進、労働生産性の向上

44 働く時間や場所の柔軟化【再掲】 リモートワークの実施、フレックスや週休３日制の導入

45 休暇・休業制度の充実 多様な休暇・休業制度の導入

46 とも家事・とも育ての推進【再掲】 とも家事の普及・定着に向けた啓発、とも家事パートナー企業への登録

47 男性の育休取得促進 男性育児休業取得目標の設定、男性が育休を取得した企業への奨励金

48 就労継続・再就労支援 とちぎジョブモールによるワンストップ支援、産業技術専門校による職業訓練

仕事と家庭の両立

教育環境の充実

魅力ある就労環境



番号 サブ目標 アクション 具体的な取組例

49 賑わいのあるまちづくり スマート＋コンパクトシティの実現、地域の特性を活かした魅力ある景観形成

50 インフラや公共交通の充実 地域における持続可能な生活交通の確保、道路や上下水道施設等の整備

51 教育機関の充実【再掲】 大学・専修学校・高校等の魅力的な学び場の提供

52 地域コミュニティや地域活動の充実 地域おこし協力隊の活用、地域活動への参加

53 文化・スポーツ等の充実 若者の文化活動への参加促進、地域のプロスポーツとの連携

54 アンコンシャス・バイアス等の解消 若い世代向けの啓発

55 若者の意見の反映 若者会議やこどもモニターによる意見聴取、県HP等による広聴活動

56 地域間格差の解消 市町が連携した取組への支援、市町の広域連携等の取組への支援

57 魅力ある企業の誘致 テレワークできる企業、情報通信業、ベンチャー企業、成長産業等の誘致

58 男女間賃金格差の是正【再掲】 女性管理職の登用促進、女性の正規雇用促進

59 住宅支援・空き家の活用 公営住宅への子育て世帯の優先入居、県版空き家バンクによる住まい探し支援

60 Uターン・移住者向け支援 移住支援金、首都圏通勤者への交通費補助、移住促進コンシェルジュの設置

61 地域採用枠の充実 学生の地元企業就職支援

62 地域への愛着を育む教育【再掲】 「とちぎふるさと学習」の充実

63 地域ブランドの向上 地域資源の磨き上げ、インフルエンサー等を活用した本県ブランドの認知度向上

64 県内外への情報発信の強化 ＳＮＳやＨＰ等による県政情報等の発信

女性・若者に選ばれ

る地域づくり

移住・定住の促進


